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1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 5,373 △38.2 △748 ― △1,037 ― △1,022 ―

21年3月期第1四半期 8,690 ― 430 ― 340 ― 206 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 △12.90 ―

21年3月期第1四半期 2.61 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 41,310 9,928 24.0 125.13
21年3月期 44,723 10,862 24.3 136.83

（参考） 自己資本   22年3月期第1四半期  9,924百万円 21年3月期  10,851百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― ― ― 0.00 0.00

22年3月期 ―

22年3月期 
（予想）

― ― 0.00 0.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

12,200 △32.9 △300 ― △850 ― △900 ― △11.35

通期 26,700 △17.3 250 ― △900 ― △950 ― △11.98



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧下さい。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．平成21年５月15日発表の連結業績予想は、修正しておりません。 
２．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 79,442,038株 21年3月期  79,442,038株

② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期  132,934株 21年3月期  133,853株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 79,309,021株 21年3月期第1四半期 79,299,485株



定性的情報・財務諸表等 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、昨年の後半から顕在化した世界的な景気の急激且つ大幅な悪

化に下げ止まり傾向が見られましたが、設備投資、雇用などの低迷が続き、低調裡に推移いたしました。 

このような状況の下、当社グループにおきましても、前期に多額の損失を計上した半導体関連事業においては、

在庫調整の進展が見られ底打ち感はあるものの、新規の受注が活発化するには至らず厳しい状況が続きました。 

この結果、売上高は53億73百万円と前年同期比では大幅な減収となりましたが、前四半期（１－３月期）に比べ

ると増収基調が見えはじめてまいりました。また、営業損失は７億48百万円(前年同期は、営業利益４億30百万円)

となりましたが、全社的な経費の削減等により、前四半期比では改善してまいりました。 

このような厳しい環境のなか、当第１四半期連結会計期間における当社グループのセグメント別の概況は、次の

とおりとなりました。 

①化成品事業 

燐酸などの燐系製品は、内外の電子工業向けをはじめとした関連業界の消費の落ち込みと、輸入製品との競合の

影響により、前年同期比では大幅に出荷量を落としました。しかしながら、前四半期に比べると、国内では顕著な

回復基調となってまいりました。水処理用凝集剤は、上水道向けは堅調に推移したものの、民需向けが振るわず減

収となりました。また、コンデンサー向け原料につきましては、生産調整による休止状況から脱し急速に出荷量を

回復してまいりました。 

これらを併せた売上高は、34億77百万円、営業損失は、69百万円となりました。   

②機械事業 

破砕関連機械につきましては、景気の低迷から客先の設備投資が減退しているうえ、稼動率の低迷から消耗部品

を含めた販売額が落ち込みました。下水道関連の掘進機に関しても、輸出の不振から販売が減少し、またレンタル

も低迷したことから前年同期を大幅に下回りました。精密機械加工も、半導体向け部品の大幅な落ち込みから、減

収となりました。 

これらを併せた売上高は、８億23百万円、営業損失は、89百万円となりました。  

③電子材料事業 

シリコンウェハー再生事業は、半導体業界が需要低迷による生産及び在庫の調整を進めたことから、再生数量が

大幅に落ち込み、また販売価格も競争の激化から低落したため低調裡に推移しました。しかしながら、ユーザー環

境が改善しつつあるため、前四半期に比べ売上高は、持ち直しの兆しが見えてまいりました。化合物半導体向け高

純度無機素材につきましても、減収となりましたが、前四半期比では、売上は顕著に回復してまいりました。 

これらを併せた売上高は、８億83百万円、営業損失は、７億９百万円となりました。  

④その他 

石油精製用触媒の再生事業は、若干の減収となりました。また不動産の賃貸は前年同期並みで推移しました。 

これらを併せた売上高は、１億88百万円、営業利益は、１億18百万円となりました。 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期末における資産につきましては、流動資産が前連結会計年度末に比べて27億88百万円減少し、167億

59百万円となりました。この主な増減理由としては、現金及び預金の減少14億15百万円、たな卸資産の減少５億79

百万円、受取手形及び売掛金の減少５億36百万円によるものであります。固定資産は、主として有形固定資産が前

連結会計年度末に比べて６億71百万円減少したことにより、245億51百万円となりました。 

当第１四半期末における負債につきましては、主として長期借入金が40億62百万円減少した一方、短期借入金が

17億85百万円増加したことなどによって、前連結会計年度末に比べて24億79百万円減少し313億81百万円となりまし

た。 

当第１四半期末における純資産につきましては、主として四半期純損失10億22百万円の計上による減少などによ

り、前連結会計年度末に比べて９億33百万円減少し99億28百万円となりました。 

この結果、当第１四半期末における資産合計は413億10百万円となり、自己資本比率は24.0％となりました。 
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②キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会

計年度末に比べ14億15百万円減少し、57億44百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は12億45百万円となりました。これは主に税金等調整前四半期純損失10億58百万円

を計上したものの、減価償却費７億６百万円及びたな卸資産の減少額６億４百万円を計上したことによるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は３億44百万円となりました。主な内訳は、有形固定資産の取得による支出３億53

百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は23億21百万円となりました。主な内訳は、短期借入金の増加額15億34百万円、長

期借入金の返済による支出38億55百万円によるものであります。 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

今後の経済見通しといたしましては、半導体など一部の産業において在庫調整の一巡による生産持ち直しの動き

が出ており、加えて各国の経済対策等の効果も重なり、景気の底打ち感が見られてまいりました。一方で個人消費

や企業の設備投資は、なお低水準で推移しており、今後の景気の動向は不確実な情勢にあります。 

このような状況のもと、当社グループでも、当第１四半期は前期からの低迷を引きずりましたが、電子材料事業

及び化成品事業におきましては、販売数量の回復傾向が見られ、この基調は今後も続くものと見込んでおります。 

しかしながら、回復水準については不透明感が強く、今後の事業環境の推移を注意深く見極める必要があるた

め、現時点における業績見通しは、前回予想（平成21年５月15日公表）を変更しておりません。 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

１．簡便な会計処理 

「固定資産の減価償却費の算定方法」、「法人税等の算定方法」について、簡便な会計処理を採用しており

ます。 

２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

該当事項はありません。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更 

請負工事に係る収益の計上基準については、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年

12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）

を当第１四半期連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第１四半期連

結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準を、その他の工事

については工事完成基準を適用しております。 

これによる当四半期連結会計期間の損益に与える影響はありません。 

表示方法の変更 

四半期連結損益計算書関係 

１．前第１四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「為替差益」(当第１四半期３百万円)は、

営業外収益の合計額の100分の20以下となったため、当第１四半期連結累計期間より営業外収益の「その

他」に含めて表示することに変更しました。 

２．前第１四半期連結累計期間において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「休止固定資

産減価償却費」（前第１四半期０百万円）は、営業外費用の合計額の100分の20を超えることとなったた

め、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することに変更しました。 
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,744 7,160

受取手形及び売掛金 6,009 6,546

商品及び製品 2,058 2,466

仕掛品 1,303 1,226

原材料及び貯蔵品 952 1,200

その他 727 987

貸倒引当金 △36 △40

流動資産合計 16,759 19,548

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,923 7,014

機械装置及び運搬具（純額） 7,463 7,901

工具、器具及び備品（純額） 483 507

土地 5,260 5,362

リース資産（純額） 36 3

建設仮勘定 111 162

有形固定資産合計 20,278 20,950

無形固定資産   

借地権 919 919

その他 201 216

無形固定資産合計 1,121 1,135

投資その他の資産   

投資有価証券 2,069 1,970

その他 1,219 1,256

貸倒引当金 △138 △138

投資その他の資産合計 3,151 3,089

固定資産合計 24,551 25,175

資産合計 41,310 44,723



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,295 3,672

短期借入金 13,985 12,199

未払法人税等 10 85

賞与引当金 484 384

その他 2,772 2,685

流動負債合計 20,548 19,027

固定負債   

長期借入金 7,882 11,944

退職給付引当金 1,742 1,708

その他 1,208 1,180

固定負債合計 10,833 14,833

負債合計 31,381 33,861

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,443 8,443

資本剰余金 5,728 5,728

利益剰余金 △4,501 △3,478

自己株式 △33 △34

株主資本合計 9,636 10,659

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 341 282

為替換算調整勘定 △54 △90

評価・換算差額等合計 287 192

少数株主持分 4 10

純資産合計 9,928 10,862

負債純資産合計 41,310 44,723



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 8,690 5,373

売上原価 6,891 4,981

売上総利益 1,799 391

販売費及び一般管理費 1,368 1,139

営業利益又は営業損失（△） 430 △748

営業外収益   

受取利息 2 0

受取配当金 28 27

受取地代家賃 10 9

助成金収入 － 28

為替差益 26 －

その他 12 16

営業外収益合計 79 83

営業外費用   

支払利息 88 109

休止固定資産減価償却費 － 184

休止鉱山鉱害対策費用 49 28

その他 30 50

営業外費用合計 169 373

経常利益又は経常損失（△） 340 △1,037

特別利益   

賞与引当金戻入額 － 65

その他 － 15

特別利益合計 － 80

特別損失   

減損損失 － 101

特別損失合計 － 101

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

340 △1,058

法人税、住民税及び事業税 301 17

法人税等調整額 △166 △45

法人税等合計 135 △27

少数株主損失（△） △1 △7

四半期純利益又は四半期純損失（△） 206 △1,022



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

340 △1,058

減価償却費 830 706

賞与引当金の増減額（△は減少） 230 99

退職給付引当金の増減額（△は減少） 52 33

減損損失 － 101

受取利息及び受取配当金 △31 △28

支払利息 88 109

売上債権の増減額（△は増加） △754 548

たな卸資産の増減額（△は増加） △470 604

その他の資産の増減額（△は増加） △112 303

仕入債務の増減額（△は減少） 406 △378

その他の負債の増減額（△は減少） 652 372

その他 △76 9

小計 1,155 1,424

利息及び配当金の受取額 31 28

利息の支払額 △94 △121

法人税等の支払額 △68 △85

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,023 1,245

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △923 △353

その他 △11 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △934 △344

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 66 1,534

長期借入金の返済による支出 △709 △3,855

配当金の支払額 △395 －

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,039 △2,321

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △952 △1,415

現金及び現金同等物の期首残高 5,825 7,160

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,873 5,744



（４）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

（５）セグメント情報 

〔事業の種類別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な製品 

〔所在地別セグメント情報〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

 
化成品事業 
（百万円） 

機械事業 
（百万円） 

電子材料事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1)外部顧客に対する売上高 4,919 1,423 2,150 197 8,690 － 8,690

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
16 0 0 11 29 (29) －

計 4,936 1,424 2,151 208 8,720 (29) 8,690

営業利益 255 5 43 126 429 0 430

 
化成品事業 
（百万円） 

機械事業 
（百万円） 

電子材料事業 
（百万円） 

その他の事業
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1)外部顧客に対する売上高 3,477 823 883 188 5,373 － 5,373

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
9 0 － 11 20 (20) －

計 3,487 823 883 199 5,394 (20) 5,373

営業利益又は営業損失（△） △69 △89 △709 118 △749 1 △748

事業区分 主な製品及び事業 

化成品事業 
燐酸・燐酸二次塩類、水処理用凝集剤、電子工業向け高機能高純度薬剤、消臭・抗

菌剤 

機械事業 
掘進機、破砕関連機械、鋳鋼製品、都市ごみ・産業廃棄物処理機械、精密機械加

工、特殊スクリーン 

電子材料事業 シリコンウェハー再生、高純度無機素材、ＩＣ用塗布材 

その他の事業 石油精製用触媒再生、不動産の売買・賃貸 
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〔海外売上高〕 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

（注）１．国又は地域区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

アジア：東アジア及び東南アジア諸国 

欧 米：ヨーロッパ諸国、米国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 

  アジア 欧 米 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 1,328 682 2,010 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     8,690 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 15.3 7.8 23.1 

  アジア 欧 米 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 472 175 647 

Ⅱ 連結売上高（百万円）     5,373 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 8.8 3.3 12.1 
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